「何故自治基本条例が必要か」についての討論のまとめ（案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市自治基本条例策定市民会議

1、 討議の実施状況

・このテーマについての討議は、６班にわかれ、７月13日第１回班討議を皮切りに３回行われました。
・学習会が8月31日、礒崎初仁中央大学教授を講師にして行われました。

・討議参加状況は表の通りです。　　　　　　　　　　　　

応募会員　127名（現在116名）　　　　　　　　　　　　討議参加状況表
	
	第１回

７月13日
	第２回

７月28日
	第３回

９月21日
	計（名）

	第１班
	１０
	１０
	６
	２６

	第２班
	９
	６
	９
	２４

	第３班
	９
	６
	１１
	２６

	第４班
	８
	９
	１０
	２７

	第５班
	８
	９
	１１
	２８

	第６班
	８
	８
	１１
	２７

	計
	５２
	４８
	５８
	１５８


参加率は平均41％でした。

・参加率が低い主な理由は、会議が夜である　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことからサラリーマンなど仕事についてい

る方の出席が困難であるという事情による

と思われます。出席率向上について検討し、　　　　　　　　　努力する必要があります。

・発言総数は457で、一人平均2.9回です。　　　

・第１回討議は、参加者が「何故自治基本条

例が必要か」について自由に意見を述べ合
う方式で行い、第２回班討議は、討議の冒
頭に討議の指針を部会長が話し、それから討議に入る方式で行いました。第３回班討議は、半世紀に及ぶ緑を守る運動の歴史をたどりながら鎌倉における市民自治の発展と教訓を学ぶ方式の討論を行いました。

２、勉強になった礒崎講師の講演

　「住民が主役になるまちづくりー自治基本条例のすすめー」と題する礒崎教授の講演は、大変わかりやすく、「自治基本条例とは何か」また、「何故いま自治基本条例が必要か」についての理解を深める上でとても参考になりました。その中心の内容は次のとおりです。

・自分たちの「まち」を住み良いまちにしていくには、住民と行政が一緒になってまちづくりをすすめることが大切である。

・これまでは、国が「まちづくり」の制度や政策をつくり、自治体がそれを忠実に実施してきた。これからは、地方分権で自治体の「権限」が拡大され、「地域のことは地域で決める」という原則で行政をすすめることとなる。

・行政だけではよい「まちづくり」はできない。市民の参加、協働が大切。

これらのためにつぎの４点を明らかにした自治基本条例が必要である。

１、まちづくりの理念や基本方針を明確にすること

２、市民参加、市民協働のしくみやルールを明確にすること

３、コミュニテイ自治のしくみ、ボランテイアの位置づけを明らかにすること

４、行政施策の基本方針や行政運営のルールを明確にすること

３、討議の概況

　発言の総数は４５７件に及び、その内容も様々ですが、全体を読み通してみると、討議参加者のみなさんの熱心な討議の様子がよくわかります。その中から、次のような意向、主張を汲み取ることができるように思います。

１）鎌倉の将来のために役立つ条例を

　「鎌倉の文化、歴史、緑をきちっと確保していきたい」「鎌倉のまちでよりよく生

きるための条例を制定したい」「真剣に平和の問題を考えたい」「鎌倉はナショナルト　

ラスト運動発祥の地、鎌倉らしい条例をつくりたい」等々の声がどの班でも多くださ　

れました。討論は、全体として、鎌倉のまちの独自性を大切にしながらさらにすばらしい鎌倉をつくるのに役立つ条例をつくりたいという声が強いことを示しています。

２）市政の改善、改革の推進力となる条例が必要

≪行政について≫
「市民と行政との間にギャップがある」「行政から市民の要望、意見、苦情にたいする応答がない」「行政の情報が市民に下りてこない」「行政運営に市民として参加できない」「マンション問題では市民感情を無視している」という趣旨の発言が多くだされていました。

≪議会について≫

「議会が見えない」「議会はもっと市民に開かれた議会であってほしい」。議会にたいする意見は多くはありませんでしたが、こんな意見が述べられていました。

行政と議会に対する意見をみると、市民ともっと深く手を結び合った市政を望む声が強いこと、そしてこのように市政の在り方を改善、改革することに役立つ条例を期待していることがわかります。

３）市民の参加、参画、協働の拠り所となる条例を

　　班討議の中で最も多く、しかも熱心に討議されたのがこの市民の参加、参画、協働の問題についてでした。

　　「行政には限界がある。市民が補うべきだ」「市長、議会にすべてを委託していない。市民の意見も生かされるべきである」「計画の初期の段階で市民の意見をとりいれるべきだ」「自分たちのことは自分たちでやろうという意識が高まっている」「市民の声や提言をきちんと行政の中に位置づけることを保障する条例を」「市民参画、協働のルールはどこにもなく、この仕組みをつくるのが条例である」「自治基本条例は市民みんなでつくる必要がある」・・・。

　　このように、市民参加、参画、協働の大切さ、ならびにその仕組みをつくることの重要性を強調する意見がだされ、条例制定の意義についての理解が次第に深まったように見受けられます。

４）国の法律改正で「自立」へ、新しい理念、規範が必要

　「分権一括法や地方自治法が改正され、市の自主性、自立性が求められる」「今後市がやることがふえ、市民がやらなければならないこともふえる。その拠り所が必要」

「条例の上に条例をつくり、条例の再整理も必要」。

これらの発言は、地方自治体が市民としっかりと手を結んで自立して歩む時代になったこと、そしてそれには、新しい規範が必要であることを指摘しています。これは、礒崎先生の講演で学んだことでもあり、多くの会員の共通認識となっているといえます。

５）自治基本条例の必要性が「よくわからない」、「不必要」とする意見

「自治基本条例が何故必要かよくわからない」、また、「現行条例で問題解決は可能で　

あり、新たな条例はいらない」という意見も少数ながら出されていました。

４、「何故自治基本条例が必要か」についての討議のまとめ

鎌倉は、多くの歴史的遺産や美しい自然に恵まれたすばらしいまちです。しかし鎌倉は、市民のくらしや福祉、教育の問題、さらには環境、景観、防災の問題など、解決すべき課題をたくさん抱えています。しかも、いま、鎌倉市の財政はかつてない厳しい状況に直面しています。

鎌倉の将来のために役立つ条例を

多くの会員は、討議の中で、このような鎌倉の状況を指摘するとともに、この打開のためには、諸課題を解決し、さらにすばらしい鎌倉をつくることに役立つ条例が必要であると述べています。そしてこのような発言が、「何故自治基本条例が必要か」についての討議全体の中で最も大きな割合を占めています。これは、自治基本条例をつくることによって、市政をもっと市民の声が生きる市政に改善し、鎌倉を一層住み良い市民のまちへと前進させることができるのではないかという強い期待や決意の表れであるといえます。

市民参加、参画、協働のルールづくり

また、多くの会員が、討議の中で、市が直面している様々な問題の解決は行政だけでできるものではなく、市民が自ら行政と力を合わせて解決に努めることが大切であると主張していることは大変重要です。また、討議の中で、この市民の行政への参加、参画、協働について、これが極めて大切であるにもかかわらず、現在、それが甚だ不十分であり、しかもそのルール、仕組みがつくられていないのが実状であることを指摘し、自治基本条例を制定してそれをつくりあげることが大切であると強調する意見が何人もの方から出されました。私たちは、この意見は自治基本条例制定の必要性の大きな根拠を示す大変重要な意見であり、ここに「何故自治基本条例が必要か」にたいする一つの答えを見ることができると考えています。

地方自治体の自主性、自立性をたかめる法改正

折しも、地方分権一括法の成立や地方自治法の改正があり、国と地方自治体の役割分担の規定が新たに盛り込まれ、これによって地方自治体は地域の問題を自主的、自立的に解決する権限と責務を持つこととなりました。今後、地方自治体は、今までのように国の政策、方針に従って行政を運営するのではなく、主権者である住民の意向に基づいて行政の運営に当たることとなったのです。地方自治体は、いまや大きな歴史的転機を迎えていると言えます。当然、討議の中で指摘があるように、市は、市民とともに歩む自立した市政確立をめざす新しい規範、拠り所をつくり、その実現に全力あげなければなりません。そしてこの指摘も、自治基本条例制定の必要性とその重要性を示していると言えます。

市政の新しい規範としての自治基本条例の制定を

私たち市民会議は、以上のような討論を通じて、いまこそ改めて鎌倉の将来像を明確にするとともに、市政運営の基本理念、また、市民自治の方針、基本的ルール、なかでも市民自治の要である市民の行政への参加、参画、協働の仕組みをしっかりと確立することが大切であるとの認識を深めてきました。そして私たちは、このような内容の自治基本条例が制定され、市政情報の一層の公開、共有がすすみ、市民と行政、議会の三者が力をあわせて懸案の諸課題に取り組む体制ができあがるならば、これが、厳しい財政事情の中であれ、安心で住みよいまちづくりのたしかな推進力になると考えています。

また、私たちは、これらの理念やルールを単に確認しあうだけではなく、これらを条例として明定すべきであるとする意見も大切であると考えています。条例に明定することこそ、理念や方針を確実に具体化し、それを将来にわたって保障する最も適切な方策であるからです。

私たちは、以上の理由から、多くの会員が強調している「鎌倉ならではの自治基本条例」の制定が是非必要であると強く考えるに至りました。そしてこれが、討議を重ねてきた私たちが得た結論です。

市民総ぐるみの取り組みを

私たちは、この自治基本条例案については、私たちだけでつくるのではなく、市民総ぐるみで議論し、つくられるべきであるということも確認しあいました。この課題は、鎌倉の将来に関わる大きな問題であり、「自治体の憲法」づくりとさえ言われる大変重要な課題であるからです。私たちは、地域や世代、関心の対象や生活信条の異なる市民各層とくまなく接することを志し、多くの市民のみなさんと率直な討論を尽くしながらこの取り組みを成功させたいと考えています。

また、このような自治基本条例の必要性について、疑問の意見も出されています。私たちは、この問題についても、より多くの市民が納得できる答えを求めて議論していきたいと考えています。
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